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平成19年度

大深度地下利用推進調査の概要報告

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討

２．大深度地下使用制度の技術的課題の検討

３．大深度地下使用に関する情報の整備
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大深度地下の定義
１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討

①地下室の建設のための利用が通常行われない深さ（地下40m）

②建築物の基礎杭の設置のための利用が通常行われない深さ（支持地盤上面から10m以深）

① ②

大深度地下の利用に

は支持地盤上面の特

定が必要

【大深度地下使用技術指針より】

2.4支持地盤の特定方法

原則としてＮ値５０以上、かつ、杭

の許容支持力度2500kN/㎡以上を有

する地盤を支持地盤とする。
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地盤調査分類

地盤調査

地質調査

物理探査

コア観察

屈折法地震探査

標準貫入試験

コーン貫入試験

出典：「国土交通省：大深度地下地盤調査マニュアル検討委員会」

土質調査

反射法地震探査

ボーリングが必要※1

ボーリングが不要※2

※１ 微化石分析、平板載荷試験等、ボーリングを必要としない調査もある

※２ 検層、トモグラフィ等、ボーリングを必要とする調査もある

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討

支持地盤を特定するた
めのＮ値が得られる
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ボーリングによる調査が困難な場合

ボーリング調査の実施が困難な場合、「物理探査」を併用した支持地盤の調査を検討

計画線

ボーリング調査

現場条件によりボーリング調査不可能 →Ｎ値の取得等ができない

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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主な物理探査の分類と特徴

「反射法地震探査」、「微動アレー探査」について、従来の活用分野外となる
「支持地盤特定」への活用の可能性について調査を実施。

探査深度が数
m～最大10m程
度までであり
、支持地盤の
特定には適さ
ない。

数10ｍ～数ｋｍ
までの調査が可
能であり、市街
地でも適用が可
能である。

探査深度が
20～30m程
度までであ
り、支持地
盤の特定に
は適さない。

探査深度300
ｍ程度。

都市域では
迷走電流が
多く、支持
地盤の特定
には適さな
い。

数10～数100
ｍの連続的な
地質構造の解
釈が可能であ
る。

ダイナマイト震
源で100～200ｍ
深度、非爆薬震
源では数～30ｍ
程度の調査可。
人口密集地では
適さない。

適用の

可能性

地中埋設物や
空洞の位置確
認に適す。構
造物維持管理
に利用される。

耐震工学の分野
で地震基盤の深
いエリアの調査
に多く用いられ
る。

土木分野で
の軟弱地盤
分布の把握
に適す。

土木分野で
は地下水調
査やトンネ
ル調査に用
いられる。

活断層探査、
油田等の資源
探査が主。探
査技術向上で
土木分野にも
適用できる。

土木分野での代
表的な探査法で、
ダムやトンネル
で実例が多い。

特 徴

地中レーダー
探査

微動アレー探査表面波探査電気探査反射法地震

探査

屈折法地震
探査

調査方法

１．支持地盤特定のための物理探査適用に関する検討
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◇「反射法地震探査」、「微動アレー探査」により、Ｓ波速度が得られる。

◇Ｓ波速度はＮ値と相関があるため、支持地盤特定の調査法として利用の

可能性を調査。

出典：「今井他（1975）：日本の地盤における弾性波速度と力学特性 第4回日本地震工学シンポジウム論文集」

Ｎ値とＳ波速度の関係

S波

P波

地震波は「P波」と「S波」の二つに
分かれて伝わる。P波は縦波、S波は
横波。縦波が振動方向が伝わる方向
と一致する押し引きの波に対し、S
波（横波）は、Secondary wave 
（第二波）または Shear wave （ね
じれ波、たわみ波）といって、 進
行方向と直角に振動する弾性波。固
体を伝わる。

物理探査による支持地盤特定の可能性

Ｓ
波
速
度

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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■適用可能性に関する調査の流れ

既往地質調査資料による地質
断面図の作成

現場測定の実施

現場測定結果の解析

評 価

現場測定の計画

「反射断面図」を得る

既往のボーリング調査による支持地盤位置と反射法
地震探査による反射面（支持地盤位置）を比較

鉄道や自動車の走行振動、工事や工場など社会
生活に伴う振動を用いる手法

地震波干渉法

人工震源を用いる手法 ※本調査における調査対象反射法地震探査

反射法地震探査①

■反射法地震探査の分類

地表で震源によって発生させた地震波は

四方八方に伝播していくが、地震波が地質

の異なる境界面に入射するとそのエネル

ギーの一部は反射して再び地上に戻ってく

る。これらのうちの反射波に着目して地下

構造を調査する方法が反射法である。

■反射法地震探査について・・・

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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川崎地区において、反射法地震探査の適用試験を実施

震源は、油圧バイブレーターにより20～
160Hzの振動を自在に発生させることが

できる。

振動の大きさは、10m離れた位置に座っ

ている人がわずかに感じることができる
程度。

反射法地震探査測線

受振点を4m間隔で101点設置。

発震も受振点と同じ位置で4m間隔で
101点実施。図中の数字は受振点及
び発震点No。

既往ボーリング調査地点

■震源（車）

調査範囲 400m

反射法地震探査②

■凡例／調査概要

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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適用可能性に関する調査結果

反射断面図（反射法地震探査の解析結果）

測定結果として反射波形を
断面図上に表示した図面
（反射断面図）が得られる

距離 (m)

深
度

(m)

既存ボーリング

反射法地震探査③

反射が連続する位置をトレ
ースする

「反射のトレース」と「既存
ボーリング調査結果」をもと
に支持地盤上面の反射を
特定する

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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■適用可能性に関する評価

既存調査による地質断面図と反射法結果との比較

0

-20

-40

-60

-80

標
高

(m)

既存ボーリング調査
による支持地盤上面

反射面を「既存調査による地質
断面図」上に表示

反射法地震探査による支持地
盤上面の反射と既往地質資料
による支持地盤上面が概ね一
致

反射法地震探査による
支持地盤上面

反射法地震探査は大深度地下
特定の地盤調査に適用出来る
可能性有り

建造物の直下

の地盤構造は

複数測線によ

る探査で把握

が可能

震源

受振測線

解析測線

発震測線

反射法地震探査解析範囲

反射法地震探査④

応用技術

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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微動アレー探査の原理

自然界には自動車の走行振動
、海の波、風による木の振動な
ど微少な振動（微動）が常に存
在する。微動アレー探査法は微
動中の地表の表面波を利用し、
その周期と位相速度を観測する
ことにより地下の構造（特にS波
速度構造）を推定する探査手法
である。

微動は、観測点に伝わってくる方向が様々で
あるため、表面波の位相速度を観測するに
は、地震計を円形に配置するのが一般的で
ある。

大きい円形配置で周期の長い波、小さい円
形配置で周期の短い波を観測する。

観測点

地震計の平面配置例

地震計
地表面で表面波
を測定すると地
下のS波速度構
造を把握すること
ができる

微動アレー探査①

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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適用可能性に関する調査の流れ

既往地質調査資料による

地質断面図の作成

現場測定の実施

現場測定結果の解析

評価

現場測定の計画

成果：Ｓ波構造図

既往地質調査資料による支持地盤
上面線と微動アレー移動探査によ
る断面図を比較

地震計をちどりに配置することで能率よくデータ取得

微動アレー移動探査

微動アレー探査②

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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川崎地区において、微動アレー探査の適用試験を実施

微動アレー移動探査測定点

多数の地点を同時に測定し、いろいろな組み合
わせで解析することにより複数地点の地下構造
を把握

既往ボーリング

解析に用いた測定点の組み合わせ（アレー）

半径約30m

半径約50m

解析結果は円の中心の地下構造を示す

測定ライン

No.8

微動アレー探査③

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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適用可能性に関する調査結果

S波速度構造図（微動アレー探査の解析結果）

測定結果として地層境界の
形状と地層のＳ波速度を表
示した「Ｓ波速度構造図」が
得られる

距離 (m)

深
度

(m)

既存ボーリング

微動アレー探査④

「地層のＳ波速度」と「既存
ボーリング調査結果」をもと
に支持地盤上面を特定す
る

１．支持地盤特定のための物理探査適用に関する検討
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今井他(1975)によるN値50のS波速度（350～500m/sec）

S1 M3,S2 M4 M5,S4 M6,S5 M7,S6 M8 M9,S8 M10,S9

微
動
ア
レ
ー
探
査
測
定
点

ボーリングで支持地盤を確認 S波速度による支持地盤推定線



15

適用可能性に関する評価

既存調査による地質断面図と微動アレー移動探査結果との比較
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既存ボーリング調査
による支持地盤上面

微動アレー移動探査によ
る支持地盤上面と既往地
質資料による支持地盤上
面が概ね一致

微動アレー移動探査は大
深度地下特定の地盤調
査に適用できる可能性が
ある。

既存調査による地質断面
図上に微動アレー探査結
果の支持地盤をプロット

微動アレー移動探査解析範囲

微動アレー移動探査
による支持地盤上面

微動アレー探査⑤

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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適用上の留意点適用の可能性特 徴調査方法

・表面波（微動）に影響を及ぼ
す雑音等の少ない測定環境を必
要とする。

・人工震源が使えない場所
で有効な調査法である。

・複数の測定点を配置し測
定する事により、支持地盤
を連続的に把握できる。

・表面波（微動）を測
定する。

・アレー半径を変化さ
せることで測定深度を
可変できる。
・地質断面を連続的に
把握できる。

微動アレー探査

・地下構造物が存在する場合に
は反射波に影響を及ぼす可能性
があるため注意が必要である。

・発震適否の検討が必要である。

・人工震源による発震が可
能な場所では有効な調査法
である。

・発震点・受信点を線状に
配置する事により支持地盤
を連続的に把握できる。

・建物等で測線を設置でき
ない場合は、複数側線を使
用した反射法地震探査が活
用できる。

・人工震源の反射波を
測定する。

・地層の境界を反射面
とする「反射断面図」
が得られる。

・地質断面を連続的に
把握できる。

反射法地震探査

支持地盤特定への物理探査適用について

１．支持地盤特定のための物理探査の適用に関する検討
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大深度地下使用制度の技術的課題検討 背景と目的

大深度地下使用技術指針・同解
説（技術指針）は、平成13年6月
に制定され、策定から概ね７年が
経過。技術指針は、大深度地下利
用状況等を踏まえ、必要な修正を
行うこととしている。

平成19年6月に神戸市大容量
送水管整備事業について大深度
地下用の認可がなされるなど大
深度地下使用法を活用した事業
実施等が本格化。

技術指針策定時に用いられた基礎資料について、現時点における状
況確認等を行い、技術指針の妥当性について調査。

２．大深度地下使用制度の技術的課題の検討
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主な調査項目

主な調査項目

① 地下室の用に通常供されることのない地下の深さ

② 建築物基礎の選択している地盤の許容応力度（直接基礎）

③ 建築物基礎の選択している杭の許容支持力度（杭基礎）

④ 地下室建設のために基礎底深さから隔てる必要のある距離

⑤ 杭の許容支持力度の算定方法

⑥ 地盤の許容応力度の算定方法

２．大深度地下使用制度の技術的課題検討

①

④

③

⑤

⑥

②
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①地下室として通常供されることがない地下の深さ

技術指針における「深さ25m」の設定における基礎データである「東京都における地下室の階層分
布」について、現時点における最新データを調査。

技術指針 調査結果

東京都の地下4階以上の建物について見ると、技術指針作成時（平成9年データ）が99.83％に対

し、今回調査（平成17年データ）が99.81％であり、ほぼ同様の傾向であった。

◇東京都における地下室の階層分布 ◇東京都における地下室の階層分布

２．大深度地下使用制度の技術的課題の検討
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②建築物基礎の選択している地盤の許容応力度（直接基礎）

支持地盤が２５ｍ以浅の場合、「直接基礎を想定し原則としてＮ値５０以上、かつ地盤の許容応力度1,000kN/
㎡以上を有する地盤を支持地盤として特定する事が出来る。」としている。
高層建築物において直接基礎を採用している建築物が選択している地盤の許容応力度について調査を実施した。

技術指針 検証結果

直接基礎形式では、基礎の最大設置圧および地盤の許容応力度の大部分が１,０００kN/m2を上限と

しており、技術指針と同様の傾向であった。

◇直接基礎がある地盤の許容応力度

直接基礎
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◇直接基礎がある地盤の許容応力度

注：三大都市圏に立地する高層評定にかけられた建築物のうち、軒高150m以上の建築
物及び軒高100m以上150ｍ未満で地下室を持たない建築物について整理した。

ただし、展望塔等は除く。
許容応力度は、建築物が設計上見込んでいる地盤の許容応力度
最大設置圧は、建築物が実際に発生させている荷重度
直接基礎で許容応力度を1500kN/m2としている建築物においても、発生させる最大設置
圧は1000kN/m2未満である。

（財）日本建築センター性能評定シート（ビルディングレター）をもとに国土交通省作成
平成12年度作成 データ数：26

注：三大都市圏に立地する高層評定にかけられた建築物のうち、軒高150m以上の建築
物及び軒高100m以上150ｍ未満で地下室を持たない建築物について整理した。

ただし、展望塔等は除く。
許容応力度は、建築物が設計上見込んでいる地盤の許容応力度
最大設置圧は、建築物が実際に発生させている荷重度
直接基礎で許容応力度を1500kN/m2としている建築物においても、発生させる最大設置
圧は1000kN/m2未満である。

（財）日本建築センター性能評定シート（ビルディングレター）をもとに国土交通省作成
平成12年度データに平成19年度データを追加し作成 データ数：44

２．大深度地下使用制度の技術的課題の検討
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支持地盤の特定については、「原則としてＮ値５０以上、かつ杭の許容支持力度2,500kN/㎡以上を有する地盤を支持地

盤とする。」としている。
高層建築物において杭基礎を採用している建築物が選択している杭の許容支持力度について調査を実施した。

技術指針 検証結果

◇杭基礎がある地盤の杭許容支持力度

杭基礎（場所打ち杭）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

～
1
7
0
0

～
1
8
0
0

～
1
9
0
0

～
2
0
0
0

～
2
1
0
0

～
2
2
0
0

～
2
3
0
0

～
2
4
0
0

～
2
5
0
0

許容支持力度・杭頭荷重度（ｋN/㎡）

件
数

許容支持力度（ｋN/㎡）

最大杭頭荷重度（ｋN/㎡）

杭基礎（場所打ち杭）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

～
1
7
0
0

～
1
8
0
0

～
1
9
0
0

～
2
0
0
0

～
2
1
0
0

～
2
2
0
0

～
2
3
0
0

～
2
4
0
0

～
2
5
0
0

許容支持力度・杭頭荷重度（ｋN/㎡）

件
数

許容支持力度（ｋN/㎡）

最大杭頭荷重度（ｋN/㎡）

◇杭基礎がある地盤の杭許容支持力度

注：三大都市圏に立地する高層評定にかけられた建築物のうち、軒高150m以上の建築
物及び軒高100m以上150ｍ未満で地下室を持たない建築物について整理した。

ただし、展望塔等は除く。
許容支持力度は、建築物が設計上見込んでいる杭の許容支持力度
最大杭頭荷重度は、建築物が実際に発生させている荷重度
（財）日本建築センター性能評定シート（ビルディングレター）をもとに国土交通省作成
平成12年度作成 データ数：25

注：三大都市圏に立地する高層評定にかけられた建築物のうち、軒高150m以上の建築
物及び軒高100m以上150ｍ未満で地下室を持たない建築物について整理した。

ただし、展望塔等は除く。
許容支持力度は、建築物が設計上見込んでいる杭の許容支持力度
最大杭頭荷重度は、建築物が実際に発生させている荷重度
（財）日本建築センター性能評定シート（ビルディングレター）をもとに国土交通省作成
平成12年度データに平成19年度データを追加し作成 データ数：41

③建築物基礎の選択している杭の許容支持力度（杭基礎）

杭基礎形式では、最大杭頭荷重度および杭の許容支持力度の大部分２,５００ｋN/m2を上限としてお

り、技術指針と同様の傾向であった。

２．大深度地下使用制度の技術的課題の検討
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高層建築物施工時の掘削深度と山留め根入れ長のデータを収集し、４０ｍ以浅の地下における大
規模地下室の建設状況について調査。

技術指針 検証結果

今回の調査では２５ｍを超える掘削深度において１１ｍ～１９ｍの山留め根入れ長が確認された
が、全体の傾向では２５ｍを超える掘削であっても山留め根入れ５ｍ程度のものが多い。

◇掘削深度と山留め根入れ長との関係

掘削深度と山留め根入れ長との関係
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◇掘削深度と山留め根入れ長との関係

注1：ただし掘削深度については施工GLからの深度とすることを原則としたが、不明
の場合、設計GLとした。
注2：（財）日本建築センターの建築評定を受けた建築物のうち、軒高150m以上の建
築物及び5層以上の地下階をもつ建築物で掘削深度25m以深のものについて整理

（財）日本建築センター性能評定シート（ビルディングレター）をもとに国土交通省作成
平成12年度作成 データ数：22

注1：ただし掘削深度については施工GLからの深度とすることを原則としたが、不明
の場合、設計GLとした。
注2：（財）日本建築センターの建築評定を受けた建築物のうち、軒高150m以上の建
築物及び5層以上の地下階をもつ建築物で掘削深度25m以深のものについて整理

（財）日本建築センター性能評定シート（ビルディングレター）をもとに国土交通省作成
平成12年度データに平成19年度データを追加し作成 データ数：25

④地下室建設のために基礎底深さから隔てる必要のある距離

２．大深度地下使用制度の技術的課題の検討
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杭の許容支持力の算定式
国土交通省告示第291号(平成13年3月23日)が平成16年9月28日に改正

技術指針 検証結果

◇建設省告示第111号（S46年告示）による地盤の杭許容支持力 ◇国土交通省告示第1113号（H13年告示）による地盤の杭許容支持力

⑤杭の許容支持力度の算定方法

２．大深度地下使用制度の技術的課題の検討
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技術指針 検証結果

◇建設省告示第111号（S46年告示）による地盤の許容応力度 ◇国土交通省告示第1113号（H13年告示）による地盤の許容応力度

地盤の許容応力度の算定式
国土交通省告示第291号(平成13年3月23日)が平成16年9月28日に改正

⑥地盤の許容応力度の算定方法

２．大深度地下使用制度の技術的課題の検討



25

大深度地下情報システムの紹介

３．大深度地下使用に関する情報の整備及び運用業務

http://www.mlit.go.jp/crd/daisindo/index.html

法に基づき定められた基本方針における大深度地下利用
に関する情報収集・公表を行うために、大深度地下情報シス
テムの整備を進めています。

大深度地下ＨＰアドレス

本システムでは大深度地下を利用する事業者等に対して、
地下に設置された施設の情報を提供しています。

本システムの概要についてＨＰで紹介しています。

平成２０年４月現在 ： 首都圏、近畿圏の一部の
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大深度地下情報システム（例）

３．大深度地下使用に関する情報の整備及び運用業務

大深度地下情報システム

20～40
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大深度地下情報システムの概要

３．大深度地下使用に関する情報の整備及び運用業務

・地図表示
・施設情報の表示
・地図検索
・施設情報の色分け表示

・システムの利用者が利用できる主な機能

・主な対象施設

鉄道、地下道路、水道、建築物基礎、通信、電力、井戸、etc

・施設情報の属性表示

・施設情報の検索

・地図印刷

・大深度地下情報システムの対象地域

首都圏、近畿圏及び中部圏の大深度法対象地域

大深度地下情報システムでは、原則として地下20ｍ以深の施設を対象に
調査を行っています。なお、地下20ｍ以浅の施設については、地下20ｍ以深
の施設と連続し繋がりのある場合に部分的に整備を行っているので、全てを
網羅するものではありません。

・対象深度
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閲覧場所

• 国土交通省 都市・地域整備局 大都市圏整備課
大深度地下利用企画室

• 国土交通省 関東地方整備局 建政部 計画管理課

• 国土交通省 近畿地方整備局 建政部 計画管理課

• 国土交通省 中部地方整備局 建政部 計画管理課

システムの利用対象者

• 大深度地下使用協議会を構成する国の行政機関
及び関係都府県等の職員

• 大深度地下使用法対象事業者
（国、地方公共団体、公益企業等）

閲覧場所・大深度地下システム利用対象者

３．大深度地下使用に関する情報の整備及び運用業務


